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軍需品生産の再生産表式分析にかんする一考察

-従来の諸議論の検討を中心に -

延 近 充

はじめに
I 軍II品生産部門の再生産表式への位置づけ 
n 軍需品生産の再生産表式分析の意義と限界

は じ め に

現代世界に存在する巨大な軍備，莫大な軍事支出， 
それに対応すろ軍需生産がいかなる意味をもつものか 
を解明することは，現代資本主義を分析しようとする 
際，重要不可欠の課題の一つであろう。 この課題の解 
明のために考察しなければならない問題は多いが， そ 
の一^ ^ 軍需品生産のもつ経済的意味.機能について， 

従 来 よ り 『資本論』第二部第三篇で展開された再生産 
表式論に軍需品生産部門を導入して分析しようとする 

試みがなされてきた。 これは，第一次世界大戦の直前 
になされたローザ. ルクセンプルグの理論的提起に端 
を発している。 ローザの議論は，表式の展開自体が誤 
まっていただけでなく，表 式 上 の 「不均衡」を直接的 

に現実の資本主義の把握と結びつけ，帝国主義の経済 
的基礎を論じるという，すでに多くの論者によって批 
判されてきた誤まった立場の基礎上になされたもので 

あった。
わが国では，15年戦争のさなかに当時の日本帝国主 

« の分析を目的として，寺島一夫氏，守屋典郎氏らが 
ローザの表式を採りあげられ，軍需品生産の再生産表

式による分析を試みられた。寺島氏は， ローザの表式 
を基礎としつつ若干の正を加えて軍需品生産の問題 
を論じ，現状分析に適用しようとされたのだが，やは 
り表式の展開自体誤まっていたし，表式上に現われる 
「不均衡」を再生産の不可能= 現 実 の 「矛盾」 とみな 

す誤まりを含んでいた。守屋氏は， ローザや寺島氏ら 
の表ま展開と表式理解を批判され，独自の再生産表式 
を作成することにより，軍需品生産が存在する場合に 
も一定の条件さえみたされれぱ再生産は行きづまるこ 
となく進行しうることを明らかにされた。 そして，そ 
の分析を基礎として現状分析を試みられたのであるが， 
そこでは，表式分析の抽象性に言及されているとはい 

え，やはり再生産表式を直接的に現状分析に適用する 
傾向がみられた。 ともあれ， この守屋氏の論稿によっ 

て，軍需品生産を再生産衷式論に位置づける場合にも 
「均衡」を維特した表式を作成しなければならないし 

また作成しうることが一応ポされたといえよう。 した 

がって問題は，作成した表式から何をよみとることが 

可能であるかということになってくる。
戦前の守屋氏らの論稿は， 当時の日本資本主義の再 

生産構造の特質の一つを分析するという目的で軍需品 
生産の再生産表式論への導入を試みたのであるが，戦 
後とりわけ1950年代に発表された諸論稿においては， 
当時の日本および世界の状況を反映して，経済軍享化 

は恐憶を回避しうるのか否かというテーマが採りあげ

注 （1 ) ローザ. ルクセンブルグ『資本蓄積論』，（1913年。長谷部文雄訳，青木文庫，1955年）第32章。
( 2 ) 寺島一夫「蓄積論の視角における現代日本（四ノ下ー完)」〔『経済評論』叢文閣，1935年，9 月号)。
( 3 ) 野ロ A 郎 〔守屋典郎）r再生産表式と軍需産業」〔『経済評論』叢文閣，1936年，9 月号)。
( 4 ) 守屋典郎『恐慌と軍享経済』（青木» 店，1953年)，黒田泰行「再生産論と軍需産業」（『明大商学論叢』第39卷第5, 

6 号, 1956年 4 月）,北古賀勝幸r軍# 産業と恐慌に関する一考察一 再生産論の視角からする一 丄〔『熊本商大論集』 
第 5号，1957年 7 月，のち北古賀『恐慌の理論的研究』 ミネルヴァ» 房，1974年に所収）などがある。
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られてくる。それらにおいては，再生産表式論は固有 
の抽象性をもっているため直接に現実的結論を弓Iき出 
すことはできないということは確認されていたものの， 
それでは各論者が表式展開から引き出した結論はいか 
なる抽象性をもっており， そのまま現実に適用できな 
いとすれぱ，表式論は現状分析に対していかなろ意義 
をもつのかはほとんど論じられていないし， まして表 

式論を現状分析の有効な武器としていくためにはどの 
ような媒介的理論が必要であるかについてはまったく 
ふれられてもいない。40年代に発表された諸論稿とと 

もに議論はむしろ軍需品生産を再生産表式論に位置づ 
ける場合，軍需品生産部門をどの部門に所属するもの 
とすろか，軍需品を負担すろのはどの価値部分である 

かを中心として行なわれてきたのである。
60年代以降では，主に恐慌論の分野で深められた再 

生産表式論研究の成果をとりいれ，軍需品生産部門を 
含む各部門の拡大率の種々の組み合わせを仮定して， 
いくつかの拡大再生産過程を描き，それらの比較から 
「軍事経済の問題性を追求」 しようとされた芝原拓自 

氏の論稿，特殊な回転をしめす固定資本の問題を重視 
して日本資本主義の分析の一環として軍需品生産部門 
を位置づけた再生産表式に論及された山田盛太郎氏， 
ニ瓶敏氏の論稿が発表されている。芝原氏は，蓄積率 
. 拡大率の仮定にかんして「再生産論の抽象理論の枠 

内ではもっとも各部門の現実的蓄積過程に接近した」 
ものとその他のものとの比較により「軍事経済の問題 
性」の検討に, 「もっとも科学的根拠を与える」 とい 
われるが，そ の 「根拠」 にはのちにみろように疑問が 
あろし， ま た 「再生産論の抽象理論の枠内」 でえられ 

た結論)がなぜ，いかなる意味で現実の過程の分析にお 
いて有効性をもっているのかも明らかではない。 また，

山田氏やニ瓶氏の論稿も，『資本論』第 2 卷 第 3 篇の 

次元での再生産表式によって現状分析への適用がなさ 
れており， そこには検討すべき問題が残されていると 
思われる。

このように，従来の諸議論においては，軍需品生産 
をどのようにして再生産表式論に位置づけるかにかん 

しても，表式展開自体から何をよみとるかにかんして 
もさまざまな見解が存在するし，表式論を基礎として 

軍需品生産の問題の分析をすすめるために問題となろ 
再生産表式論のもつ抽象的性格と現状分析との間のへ 
だたりをどのように把え，いかなろ意味で再生産表式 
論は現状分析の理論的武器となりうるのかという重要 

な問題は，はとんど議論もされてこなかったといえよ 

う。

『資本論』第 2 部 第 3 篇の再生産表式論は，「資 本 一  

般」を対象領域とし，三価値.二部門分割というもっ 
i；も基礎的な範晴を分析基準として，商業資本，貸せ 
資本の自立化，剰余価値の分裂諸形態や， さらには不 
生産的部門，国家，外国貿易等もすベて捨象したうえ 
での分析であったが，それは，第 2 部 第 3 篇の課題の 
もっとも基礎的で純粋な解明のためには，必要にして 
十分な方法と前提であった。 これに対し，軍需品生産 
がそれ自体として問題となるのは，『資本論』の 対 象  
とする資本主義の段階—— そこでの法則は資本主義で 

あるかぎり根底において:R かれるとはいえ—— とは異 
なる段階ニ帝国主義段階以降のことなのであるから， 
いかなる意味で再生産表式論は庞大な軍需品生産をほ 

包する現代資本主義の分析の理論的武器となりうるか 
という問題は，十分に検討されなければならなかった 
はずである。 この問題は，『資本論』 では捨象されて 

いた諸範瞎のいくつかと帝国主義段階以降に資本主義

注 （5 ) この点は，本稿でとりあげる諸論稿に共通している。再生産表式論を現状分析の基礎理論として具制匕していくべ 
きこと，そのためには多くの媒介的理論が必要であることを，唯一指摘し明ら力、にすべき論点を整理されたものに， 
井村喜代子「『資本論』と日本資本主義分析一 再生産表式論をめぐって一 」（『思想』第515号， 1967年 5 月）が 
ある。

( 6 ) 川崎己三郎『戦後経済の基本問題J1(改造社，1948年)，山旧盛太郎『再生産過程表式分析序論』（改造社， 1948年), 

同 r再生産表式」（re済学大辞典I 』東洋経済新報社，1955年)，山本二三丸『再生産論研究』（日本評論新社，1956 

年)，井汲卓一『戦後景気循環の研究』日本評論新社，1956年)。
( 7 ) 芝原拓自r再生産論と軍事経済についての一試論」（名古星大学『経済科学』第13卷第1号，196畔 1 月）。
( 8 ) 山旧盛太郎「戦後再生産構造の段階と農業形態一 Iv+m =IIcおよび蓄積のSchemaの崩壊と再編~」(経済 

企画庁. 経済研究所. 地域構造研究会，総括報告，1964^), ニ瓶敏「戦後日本資本主義の構造的危機把握のために」
〔専修大学『社会科学年報』第10号，1976年)。

C 9 ) 芝 原 「前掲論文丄46頁。
〔1 0 ) 同上，47頁。
( 1 1 )のちにみろようにr経済軍享化= 累増によろ消費手段生産の単純再生産すらの不可能性= 破壊Jにいたるといわれる
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に生じた新しい特徴を考慮して再生産表式論を具体化脱落し浪費されるものであ

「三田学会雑誌」76卷 3 号 （1983年8月）

し， それを基礎として軍需品生産の問題を実際に分析 
することを通じて，はじめて十分に明らかにされるの 

であるが，本稿は，その準備的考察として，『資本論』 
第 2 部 第 3 篇の次元の再生産表式論への軍需品生産部 
門の位置づけの検討によって，再生産表式論はどのよ 

うな間題を解明しうるものなのか， また方法的にどの 
ような限界をもっているのかを明らかにしようとする 
ものである。 また，再生産表式論を具体化して軍需品 
生産の問題を実際に分析するための基礎理論としてい 
くためには， どのような問題が解明されなければなら 
ないかについても可能なかぎりふれていきたい。

I 軍需品生産部門の

再生産表式への位置づけ

(1)軍需品生産部門を再生産表式に位置づける際， こ 
れ を I . n 部門分割との関係でどの部門に所属させる 

かという問題と生産された軍需品を負担するのはどの 
価値部分であるかという問題があり，従来からこの2 

つの問題をめぐって論争がなされてきすこ。これは軍II 

品およびその生産が以下のように特殊な性格をもって 
いるために生じてくるのである。

軍需品は，大きく分けて兵器および兵器関連装備品 
• 軍事関連施設類と兵員用糧食• 衣服類とからなる。 

前者が生産に使用される生産手段でも個人的消費に使 
用される消費手段でもないことはいうまでもないだろ 
う。後者にかんしては，兵員によって個々に使用され 
るものではあるが，やはり，本来の個人的消費手段と 
する こ と は で き な い （もちろん生産手段でもない)。 いず 

れも，生産手段ではなく個人的消費手段として労働力 
の再生産に役立つものでもなく，再生産からまったく

て，殺 人 . 破 壊 .威 圧 と  
いった目的のために利用されるという使用価値をもつ。 
また，一般の商品と同様に，その生産には労働手段， 
原材料と労働力を必要とし軍需産業資本家が剰余価 
値を取得するのであって，軍需品生産も資本主義的商 
品生産であることにかわりはない（ただし国家によっ 

て購買されることからくる特殊性をもっている）。 このよう 
に軍需品生産は， その生産物が国家によって購買. 浪 

費され社会がら資金を吸収しつつ再生産からまったく 
脱落するという特殊性をもつ一方で， その生産のため 
に必要な労働手段，原材料を需要し労働者を雇用すろ 
ことによって社会的総資本の再生産に大きな影響を与 

える作用をもっている。以上の諸点に軍需品生産部門 
を従来のI • n 部門と区別して設定しなければならな 
い理由と生産手段生産ニ I 部門，消費手段生産= n 部 
門という分類によって軍需品生産部門の所属を決定す 
ることが困難な理由と力’V存在するし， また，軍需品を 

(国家が） 購買するための貨幣は究極的にはどの値値 
部分からくろかという問題が生じる理由があるのであ 

る。
まず，軍需品生産部門はどのような部門と把えるべ

きかについてみてみよう。

この問題にかんしては，大 き く 分 け て 「二部門分割 

の絶対的妥当性」 を主張して新部門の設定を拒否し軍 
需品生産部門をn 部門の派生部門とする見!!と新部門 
= m 部門とする見解とが存在する。 まず前者からみて

いこう。
前者の見解の主張する「二部門分割の絶対的妥当 

性」 の根拠は，次 の 3 点にまとめられよう。
①マルクスの論述，「I 生産手段，生産的消費には 

いるよりほかないか， または少なくともはいること 

のできる形態をもっていろ諸商品。 n 消A 手段。

注 （1 2 ) 言塚良三氏はr社会的再生産過程における軍ft品生産部門の位置づけと役割は，ま傷品部門のそれと類似とみなす 
ことができよう」（言塚良三『経済原論』有斐閣，1976年，243頁）といわれ，特に軍fli品生産部門をI . n 部門と区 
別してサ定することはされない。 しかし奢侈品は資本家によって^|>^^^ら?^叠され，例外的ではあろが，労働者が 
個人的に消費する可能性をもつのに対し，軍需品は個人的消費の可能性がまったくないこと，国家によって購買され 
ることによゥて特殊な商品生産部門を形成するという差異は，表式上には十分現われな、とはいえ，重要である。

( 1 3 ) 山田『前掲書!，139頁。
C U ) 山田氏，守屋氏，井汲氏，黒田氏，芝原氏，ニ瓶氏の各論稿の他，鍋島力也r二部門分割と軍品生産一 表式分 

析における「転化式」の意義一 J (佐藤金三郎他編『資本論を学ぶHI』有斐閣，1977年，所収）などがある。また， 
山本二三丸氏も「二部門分割の絶対性」を主張されるが，軍品生産は， I . n 両部門において行なわれるとされて 
いる（山 本 『前掲書』第四章)。 しかし山本氏の部門分割の理解は，各部門を具体的な工場のようなものとして理 
解されている点で誤まっている。この点，井汲氏（『前掲言』94頁）の批判がある。また，ni部門説をとられる北古 
賀氏にも山本氏同様の誤解がうかがわれる（北古賀「前掲論文J)。

( 1 5 ) 川崎氏，北古賀氏の論稿など。
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マルクス『資本論』（マルクス= ユンゲルス全集刊行委員会訳，大月書店）第 2 巻，486頁。
同上，第 3巻，1071頁。
山田『前掲書』，26買。
同上，26頁。
守 屋 『前掲® 』，189頁。
鍋 島 「前掲論文丄2M頁。
守屋 『前 掲 191頁。
IE部門説といっても，各i命者の表式理解や展開は大きく異なるが，ここでは軍需品生産部門を皿部門とする根拠に 

ついてのみ問題とする。
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資本家階級および労働者階級の個人的消費にはいる 
形態をもっている諸商品。……一方は生産手段の生 
産部門を，他方は消費手段の生産部門をなしている。」 
( 0 。。のみ延近)，r前 の と こ ろ で 〔第 2部第3篇〕わ 
れわれはすべての資本を二つの大きな部門に分けた。 

すなわち，生産手段を生産する部門I と，個人的消 
費手段を生産する部門n とに分けた。 ある種の生産 
物が個人的な使用のためにも生産手段としても役だ 
つことができろという事情（馬とか穀物など）は，け 

っしてこの区分の絶対的な正しさを否定するもので 
はない。 じっさい，それはけっして仮定ではなく， 
ただ享実の表現でしかないのである。」 ( C 〕内のみ 
延近） を引用 し た の ち 「マルクスが，再生産の分析 
に於いて，二部門の絵括を基準としたのみならず， 
更に， この二部門への絶対的妥当性を力説した」 と 

すろ。
② 「二部門への総括は，生産力の発達の程度を示す基 

準をなして居るからである。」
③ 「二部門分割の絶対性は，……たんに生産力だけで 

なく， プルジg ワジーとプロレタリアートとの対立 
を示す生産関係の発達の基準を，使用価値の側面よ 
り与えたもの丄「再生産表式は，一定の剰余価値率 
……を規定的要素とする資本主義的生産関係の基礎 
としての生産力段階を， その再生産の絶対的条件と 

しての機構……を内包する構造において表現してい 

る。」
このように二部門分割を「絶対」 としたことで，軍 

需 品 生 産 部 門 は 「二部門分割の一派生部門として把握 
せられるが，それが如何なる部門の派生部門であるか 

は，社会的総資本の再生産の立場から決定されねぱな 
らない。 ……軍需生産物は社会的所得の，国家を媒介 
とした消費として，第二部門に所属する。」

軍需品生産部門をn 部門の派生部門とする見解は， 

ほぽ以上のように主張するのであるが， まず第一に， 
①のマルクスの論述は，すでにみた再生産表式論の方

法的特徴のもとで社会的総生産物を，生産物の種類自 
体によってではなく，生産的消費にはいろか個人的消 
費にはいるかによって二つの部門に分けるぺきことを 
述べたものであって，生産的にも個人的にも消費され 
ないものをもどちらかの部門に所属させろべきことを 
述ぺたものではない。 そのようなものは， もともと第 
2 部 第 3 篇の対象外であったのであろ。第二に，②，
③の主張にかんして。C, V, m の比率に生産力と生産 
関係の一つの現われを認めることは'1できよう力;，C,

V, m の比率によってI .11部門の比率が一義的に決ま 
るのは単純再生産を前提した場合のみであって，拡大 

再生産においては，拡大率の大小によって両部門の比 
率は無数の値をとる。 したがって， この点からも「ニ 
部門分割の絶对性」 は主張しえないのである。

では，軍需品生産部門は皿部門として設定されるべ 

きなのであろうか。皿部門説の根拠は，軍需品は生産 
手段でも消費手段でもなく，再生産外消耗であるし， 
二部門分割にこだわらねばならない必要性もない， と 
いうことにもとめられている。軍需品及び軍需品生産 
の特殊性は強調されなければならないが，そのこと自 
体がただちに軍■品生産を皿部門とする根拠となるも 
のではないのであって，再生産表式論における二部門 

分割の意味にかんする若干の考察が必要となる。
『資本論』第 2 部 第 3 篇においてマルクスは総生産 

物を， その種類自体ではなく，生産的消費にはいるか 

個人的消費には'^、るかによって二つの生産部門に分け 
たのであるが， これは，C, V, m という価値的分割に 
対応するものであった。すなわち，不 変 資 本 の 填 補  
(および拡大再生産の場合，不変資本の追加投資）のために 

購入されろ生産物を生産する部門と労働者及び資本家 
の所得によって購入される生産物を生産する部門とに 
分割されるということである。 この三価値，二部門分 
割によってはじめて社会的総資本の再生産の諸関連. 

諸条件が明らかにされ，資本流通と所得流通とのから 
み合 '̂ 、が総体的に把握されることになったのである。

〔18)

(19)

(20)
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この意義は決定的であろ。 いま，軍需品についてみる 
と，軍需品は，生産手段として役立つものでない以上， 
これがどのような経路を通ったとしても不変資本の填 

補のために購入されるとするわけにはいかない。 した 
がって表式論上, 価値生産物のなかから（どのような経路 
を通ったとしても）所得によって購入されるほかはない。 
そして， この点にかんするかぎりで，再生産における 

軍需品生産部門の位置は， n 部門と類似しているので 
ある。m 部門説は， この点を無視することになる点で 
難点があるし， また， I • n 部門と並列することによ 

って，社会的総生産物の価値的•素材的填補において 
I . n 部門のもつ地位との差が見失なわれかねないと 

いう点でも問題があろう。
したがって，軍需品生産部門は， I 部門とも本来の 

n 部門ともまったく異なる性格をもつ生産物を生産す 
る生産部門であるが，その生産物が〔国家を媒介として） 
所得によって購入されろという点で， n 部門に類似し 
た特殊亜部門であると規定しなければならないであろ 
う 〔このような意味で， 以下では軍需品生産部門をM部門と 

呼ぶこととすろ）。
(2)M部門生産物は所得によって購入されるとしたが， 

では所得のうち， ど の 部 分 （V, m あるいは両方）によ 

って購入されるとすべきであろう力
V 部 分 〔またはV,  m 両方）によるとする見解の理論 

的根拠は， 必ずしもはっきりしないが，①労働者へ課 
税されることによって労働者の賃金が"実 質 的 "に 労  
働力の価値を下回っても労働力の再生産がただちに不 
可能になるわけではないということ，②現実の資本主 
義経済では，剰余価値のみに課税されることはありえ 
ないだけでなく，剰余価値への課税さえ種々の方法で 
労働者に転嫁されていくということと思われる。

①にかんして，労働者の賃金が労働力の価値を下回 

っても，それはただちに労働力の再生産を不可能にす 
るものでないことは正しい。労働力の価値は純粋の最 

低生存費ではなく，労働者及びその家族の慣習ら必要 
生活手段の平均範囲及び育成• 訓練費によって規定さ 
れるものであるからである。 しかし，労働力の価値以 

下 へ の 賃 金 の （"実質的" な） 切下げが長期にわたれば， 
それは労働力の価値水準自体が低下することになるの 
であって，「名目的に支払われる労賃」 ではなく r現

実に支払われる労賃」が 問 題とされる『資本論』第 2 

部 第 3 篇の再生産論の論理次元で，軍需品生産の問題 
を取り扱おうとする限り，労働者への課锐分は不払い 
部分とされなければならないだろう。労働者への課税 
を否定する見解の理論的根拠もこの点にあるのである。 
しかし，労働者への課税は，従来労働者に支払われて 
I 、た価値が不払し、へと転化するということと，（はじめ 

から）課税が剰余価値のみに対して行なわれるとする 
こととはまったく同じではない。前者の場合も労働者 
への課税分の貨幣は，国家を媒介としてM 部門資本家 
の手にわたったのち，結局出発点の資本家に還流して， 

次 年 度 の （労働者を通して国家へ吸い上げられる）租税分 
として積立てられるのであって，剰余価値への課税分 
の貨幣の流通と（労働者を媒介することを除けば）変わる 
ところはない。 しかし，従来労働者に支払われていた 
価 値 の 不 払 、への転化による剰余価値部分の増大は， 

生産力の増大による相対的剰余価値の増大とまったく 
異なるのはもちろん，資本家による労働力の価値以下 
への賃金の切下げとも異なり， 国家による強制的課税 
によるものであり，資本家が蓄積することも消費する 
こともできない性質のものである。

また，剰余価値のみに課税されるとしてしまえば軍 
需品購入は資本家のみによって負担されることとなり， 
課税によって労働者の "実質的に"受けとる賃金が減 

少し消費が削減されることも，税 率 の 上 昇 に よ っ て  
(一時的には）労働力の価値以下に低下しうることも表 

示しえなくなるし，労働者と資本家の税負担の差を表 
示することもできなくなる。 また，労働者の支払う租 
税の流通関係も把握しえなくなる。現実の経済過程に 
おいては資本家への課税も種々の方法で労働者へ転嫁 
されていくのであるから，労働者への課税は理論的に 
は不払いへの転化であることを把握したうえで，本来 

の剰余価値部分とも異なるものとして表式に位置づけ 
る必要があろう。

n 軍需品生産の再生産表式分析の 

意義と限界

つぎに軍需品生産が一国経済においてどのような意 

味 . 作用をもつのかという問題にかんして，再生産衷

注 〔2 4 ) 守屋氏，山本氏，川崎氏，北古賀氏，黒田氏の各論稿。
( 2 5 ) マルスス『資本論』第 2巻，631頁。
( 2 6 ) 山田r再生産表式」101〜 2頁。芝 原 「前揭論文J 37〜 8 真。鍋 島 「前掲論文」238頁。
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軍需品生産の再生産表式分析にかんする一考察

式論は何を明らかにしうるものなのか， またどのよう 
な限界をもつものなのかを従来の諸見解をみながら考 

察しよう。
(1)まず単純再生産表式において。

(消） +266|~m (軍） = も 000

山田盛太郎氏は，次のような表式を描かれたうえで， 

素材的填補関係から以下の諸点を述べらその価値的
(27)

れる。

I (1) 2 ,  666キ C + 66 6+  v +400m

(2) l ,066y c  + 2 6 6 ^  V +  160m ( 消） 

IM  266-i-c +  6 6 4 v +  40m (消)

+ 106专m (軍）

n(k)

M

1,600 c +  

400 c +

400 V +240m 

100 V +  60 m

(消）
(消）

26キm (軍） 

160m (軍） 
40m (軍）

第 I 部門用の生産手段

1 ,6 0 0  n(k)用の生産手段

400 M 用の生産手段 

消費資料-2, 400 

: 6 0 0

(注） m (消）は剰余価値のうち消費資料に向けられるもの，m 〔軍）はその軍需品に向けられるもの。

① 「部門間取引はいっそう錯雑した屈折を描くことと 
なる。」

② r軍需品生産600が行なわれるためには，社 会 的 総  

生産のうちM  600+ I M 400+ I (1)266%m (軍） = 

1 ,2 6 6 % の生産が特立され， 従来の社会的生産はそ 

れだけ制限されねばならぬことが示される。」 
© にかんしては，各部門を細分化した場合（例えば，

n 部門を必需品生産部門と奢侈品生産部門とに分けた場合） 
にも現われる問題であって， このこと自体は大きな意 
味はもっていない。重要なのは，②において山田氏が， 

表式展開によって，軍■ 品生産部門のみではなく，軍需 
品生産に必要な生産手段の生産， さらにその生産のた 
めに必要な生産手段という部門連関に* 目され，それ 
ら軍需品生産に直接• 間接に連関する部分の比重をよ 
みとろうとされていることである。 この観点のもつ意 
義は，井汲卓一氏の次のような主張と比較すれば明ら 
かであろう。「問題は軍需生産の再生産における地位 
を明らかにすることにある。 それには軍需産秦が一^̂3 

の消費産業であろことをIE明することが出発をなし， 
また終結をなすのである。」井汲氏のように軍需品生 
産の表式分析の意義を限定してしまうならば，軍需品 
生産は，生産手段生産ではないという限りにおいて社 
会的生産を制約する， あるいは相互に関連をもつこと 
が抽象的に把握されるにとどまってしまうだろう。軍 
需品生産が諸生産部門とどのような関連をもち， どの 
価値部分と転態されあう力S 社会的生産とどのような 
制 約 . 依存関係にあるか， また軍需品生産関連部門の 
直接間接の比重はどのようである力、， といったことや， 

軍需品を購入すろ税の徴収，流通関係等を把握する途

を閉ざしてしまうことになろう。 この点で山田氏の観 
点の意義は大きいのである力:，氏の把握にも不十分な 
点が存在する。

第一に，軍需品生産に連関する生産としては，M 

600+ I M 400+ I(i)266Mm (軍） =1,266% だけでは 
不十分である。 山 田 氏 が 「1,266% の生産が軍需用と 
して特立され」 なければならないといわれるのは，年 
々 600の軍需品生産が行なわれていくためには，年  々

400の軍需品生産用生産手段が補填されなければなら 
ず， そのためには400の軍需品生産用生産手段が生産 
されていく必要がある。そしてその400の軍需品生産 

用生産手段生産のためには，266% の生産手段の補填 
が年々必要となるという関連を意味されていると思わ 

れる。 しかし，軍ぎ品生産関連の生産手段生産は， こ 
れ だ け （I M 400+ I (1)266%)にとどまらず， I (1)266 

% の生産のためには， 266%xV6=1777/ 9 の生産手段 

が必要…… という連鎖が存在するのであって，最終的 
には，266% +  533>^=800の I 部門用生産手段の生産 
が IM 400の生産に連関しており，M 400C の補填に連 

関する生産手段の生産は，総 計 1 ,200ということにな 
る。 このことはI 部門全体の生産6,000のうち，1,200 

が最終的に軍需品生産に結果していき（そして' され), 

4, 800が消費手段生産に結実していくという関連を明 
らかにしているのである。 なお，上のような軍S 品生 

産部門の不変資本部分の補填に連関する生産手段生産 
と同様に，可変資本部分の補填や剰余価値のうち資本 
家の個人的消費部分に連関する生産（個人的消費手段生 
産及びそのために必要な生産手段生産） という概念を提起 
することも可能である。 しかし，前者の連関は年々の

注 （2 7 ) 山田「再生産表式」100〜101夏。 
( 2 8 ) 井 汲 『前掲® 』100頁。
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軍需品生産に必要な生産手段の価値的•素材的補填に 

結果していくのに対して，後者の連関は軍需品生産部 

門の労働者の個人的消費= 労働力の再生産（及び資本 

家の個人的消費）に結果していくのであって，まったく 

浪費される軍需品の生産に連関する生産といっても商 

者は区別されるべきであろう。最終的には軍需品の浪 

費に帰着するとはいえ，後者の連関は個人的消費手段 

の生産 . 最終個人的消費に連関していること，また前 

者の連関と後者の連関を延長していけば，結局社会の 

全生産に行きつき，軍需品生産に連関する生産という 

概念自体が無意味なものとなってしまうことから，我 

々は前者の連関のみを" 軍需品生産に連関する生産"

と規定すろことにする。念のために述べれば，このよう 

な概念規定を行なうことは，生産手段の生産のみを軍 

需品生産関連として重視することを意味するわけでは 

ない。軍需品生産が行なれる i とにその雇用を依存 

している労働者は，軍需品生産部門に直接雇用されて 

いる労働者だけではなく，"軍需品生産及びそれに連 

関する生産" 1,800のため600の新価値を生み出す労働 

を行なう労働者であること，これら労働者の個人的消 

費を通してn 部門も軍需品生産部門と関連しているこ 

とが強調されなければならない。

また，前節で述べたように，課税がはじめから資本 

家の所得に対してのみなされるのではなく，労働者に 

も課税され，労働力の価値が切下げられるものとすれ 

ば，軍需品生産によって資本家の消費のみが削減され 

て社会全体の個人的消費が削減されるのではなく，資 

本家の課税率相対的軽減，労働者の消費削減のもとで, 

社会全体の個人的消費が削減されるのである。

さらに， I 部門全体と " 本来の’’ n 部門とに着目す 

ると， I . n 雨部門の不変資本を補填するのに必要な 

額以上—— I 6,  000 C -  (  I も 000  C +  n 1’ 600 C ) ——  

の生産手段が生産されていろのだから，軍需品生産が 

存在しなければ，400の 「余剰生産手段」を利.'用する 

ことにより拡大再生産が可能であるし，また逆に利用 

しつくされなければ，「不均衡」が避けられないとい 

うことをよみとることも可能である。

単純再生産のもとで軍需品生産部門を再生産表式論

に位置づけることによって，以上のことは把握しえよ

(2)軍需品生産の問題を拡大再生産表式を用いて論じ 
られたものをその方法からみると，守屋典郎氏，芝原 

拓自氏らの分析と山田盛太郎氏• ニ瓶敏氏の分析とい 
う二つの方向に分けることができよう。前者の分析は， 

各部門の蓄積率. 拡大率を何らかの基準によって与え 
ることによって拡大再生産表式を数年度にわたって展 

開しそこから何らかの結論を導きだすという方法的 
特徴をもち，後者の分析は表式を時系列的に展開して 
その推移から何かをよみとるというのではなく，軍需 
品生産部門をとりいれた表式において把握される価値 

的 • 素材的補填関係を基礎として，軍需品生産部門が 
新設されるかまたは蓄積率を増大させる場合，それは 
どのように波及し再生産構造はどのように変化するか 

を固定資本を考慮にいれて分析すろという方法的特徴 
をもっている。拡大再生産表式においては，各部門の 
拡大率をどのように把えるかという問題がある力;，前 
者の分析は各部門の拡大率を恣意的に前提しており，

表式展開から導かれる結論も前提の恣意性に左右され 
たものとなっている。

守屋氏は，《表式(1)》を出発表式とし，軍 需 品 生 産  
M400 C + 100 V + 100m ニ600が行なわれ， I 部門とM  

部門の蓄積率50%, n 部門の蓄積率60% が可能となる 

よう第1 年 度 の 表 式 （《表式(2)》）を 描 か れ る （固定資 
本は捨象される）。

《表式U )》
I 4,000 c +1,000 V +  1,000m = 6 ,000 

n 1,500 c +  750 V +  750m =  3,000 

《表式(2)》

I 4,700 c +1,175 v + 1 ,1 75 m =7,050 

n 1,200 c +  600 V +  600m =2,400 

M  400 c +  100 V +  100m ニ 600 

守屋氏は，課税は労働者に対してのみ行なわれると 
し 第 2 年度以降， I 部門の蓄積率50%, M 部門の蓄 
積率6/11, 追加資本の有機的構成のみ年々高度化する 
という仮定のもと，「均衡」が維; ^ さ れ る よ う に n 部 
門の蓄積率を調整して， 4 年めまで表式を展開された。

注 （2 9 ) 守屋 『前掲書』，芝 原 r前掲論文丄黒田r前思論文」など。
〔3 0 ) 山田「戦後再生産構造の段階と農業形態丄ニ瓶「前掲論文」。ただしこれらは日本資本主義の構造把握の一環と 

して議論されたものである。
( 3 1 ) 拡大再生産においては，部門間均衡条件をみたしたうえで， I . n部門の拡大率はさまざまな組み合わせをとりう 

るが，それら種々の拡大再生産過程は，どのような内容の違いをもっており，資本主義においてどれが現実性をもち， 
資本制的蓄積過程の基本的傾向と把えられるのかという，恐慌論の分野で主として議論されてきた問題であろ。
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そのような表式展開によって，氏は次の諸点を主張さ

れる。
① 《表式(1)》 と《表式(2) » の比較から，拡大再生産の 

ぱあいはすでに発端第一年からI 部門は優位になる。

②各部門の拡大率の推移から，r軍需産業のための生 
産手段はもっとも急速に増大し，生産手段のための 

生産手段も急速に増大する。 これに反し消費手段の 
ための生産手段および消費手段り生産は最初急速に 
増大すろとしても，……やがてその蓄積率は著しく 

減退して，その増大率は緩慢となろ。」
③ 「年々の拡大の起動力となるも の は ， 軍需産業およ 

び第一部門である。…… これらの部門で有機的構成 
の高度化が強制せられることは， これらの部門を中 
心として集積集中を促進させ，独占は国家の強力な 
支特によって進行することを示している。」

④稅率は年々増加すろ。軍需生産をより拡大すれぱ諫 
税はm にも及びI . n 部門を制約するから，「社会 

的総資本の規模を決定する最大の要因は，軍需産業 
の国家による強制度にかかってくる。」

⑤ n 部門の蓄積率の低下を背景とする資本家の個人的 
消費の相対的増大はr奢侈品工業を盛大化してゆく。」

⑥ 「前貸貨幣総資本は再生産がおこなわれるかぎり， 
以前の資本家の手に復帰する。資本家的蓄積の阻害 
を再生産表式によってSE明しようという試み… は， 
表式自体によっても拒否される。」

⑦ 「社会の消費的基礎は相対的に減退してゆき， こと 
に労働者階級の消費は減少し，それは軍需を中心と 
する生産の急激な増大と矛盾する。」

⑧ 「これらのことは，表式にあらわされたような理想 
的な再生産が，軍事経済のもとでは非常に困難なこ 
とを71̂ している0」
これらの主張のうち，①〜④は，表式を展開する際

に守屋氏が前提されたことのなかにすでに含まれて、
たものである。①については.社会全体の有機的構成
の平均の上昇と各部門蓄積総額増大とを前提したこと

によってI 部門の比重が増大したのであるし，②につ 
いては，各部門の蓄積率を第2 年度以降M >  I > n と 

なるよう前提したことと追加資本の価値構成の急速な 
高度化を前提したことによって生じた結果なのである。 
また，③の前半部分も，①と②と同様に前提によるも 

のであるが，後半部分は表式展開自体から導きえない， 
多くの媒介的論理を必要とする主張である。④も同ま 
である。⑤については， なぜそうなるかは不明である 
し，⑦においてい わ れ る 「矛盾」 もそれがいかなる内 
容をもつのかは不明確である。⑥の主張にかんするか 

ぎり，基本的には正当であるが， これだけでは，⑧の 
主張の根拠としては不十分であるから，①〜⑦の主張 
を基礎とする®の主張も内容は不明確とならざるをえ 
ない。

芝原拓自氏の分析も方法的には守屋氏と同様の難点 
をもっている。芝原氏は，守屋氏の表式展開における 
蓄 積 率 等 の 「任意性」が 結 論 の r説得力を弱める」 と 

され，蓄 積 率 等 を 「可能なかぎり科学的な基礎」をも 
つように設定した， とされる。それは， I 部門の蓄積 
額 を 「『基準』 内最強蓄積」—— 「余 剰 生 産 手 段 」額 
—— とし，有機的構成C /  V と剰余価値率m / V とがー 
定としたときに，（イ)M 部門がない場合と(ロ)M 部門を導 

入し，その蓄積率を5 0 % で一定とした場合， c / v と 
m / v が年々上昇するとしたときに， （ハ)M 部門がない 
場合と(ニ)M 部 門 の 蓄 積 率 が と 年 々 上  

' 昇する場合， という四つの条件を想定し，固定資本を 
導入しない場合と導入した場合(イ)'〜 の 8 通りの表 

式を展開するというものであって， そのうち， （ロ)W  

と の 相 互 的 検 討 に よ っ て -「経 済 軍 *化 が 再 生 産  
構 造 を 変 形 • 歪曲する問題の各側面からの検討に， も 
っとも科学的な根拠を与えろであろう」 といわれるの 
である。 （ロ)(ロ)'と の 相 互 的 検 討 か ら ，芝原氏が主 
張されろのは，軍需品生産の存在によって，① 「消費 
手段生産の最悪の停滞傾向丄@ 1  部門 の資本家 
の 「半強制消費抑制」 と！! 部門 の 資 本 家 のr半強制的

注 〔3 2 ) 以上，守屋氏の分析は，守 屋 『前掲言』，209〜218頁。
( 3 3 ) 守屋氏の最近の著* 『マルクス主義の歴史と反省』（合同出版，1980年）第四章「軍需生産の諸問題」 も基本的に 

は同法の論述がなされていろが，そこでは® の問題も「社会的再生産は円滑な進行ではな< , やがて行きづまること 
を，表式自体が示しているJ 〔150頁）と主張されるにいたっている。 しかしもちろん表式自体は「不均衡」の可能 
性があることを示すのみなのである。

( 3 4 ) 芝 原 「前掲論文」48頁。
( 3 5 ) 同上，46〜 7 頁。
( 3 6 ) 同上，63頁。
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潭費」 = 「消費手段生産の……絶 対 的 『過剰生産』傾 
向」が生じ，③特に(ニ)'に お い て 「経済軍事化ニ累増に 
よる消費手段生産の単純再生産すらの不可能性= 破 
壤」 にいたるが，M 及 び I 部門の累進的拡大は，「政 

洽 的 . 軍# 的至上命令」 であるから，「この矛盾は解 
決不可能」であり，「戦 争 経 済 の 再 生 産 軌 道 携 乱 =  

破壊の問題性は， ここに絶対的にIE明」 される， とい 
うことである。

守屋氏が I 部門蓄積率を50%, M 部門のそれを6/11 

とされたのに対し，芝原氏は®  I 部 門 を 「『基準』 内 
最強蓄積」，© M 部門蓄積率上昇，® c/v , m /v 上昇 
の前提による表式展開を最重要視され，③の主張をさ 
れるのであるが， このような前提をおけぱ， ある年度 

に お け る 「余剰生産手段」額が限られている以上，表 
式 上でn 部門の蓄積.拡大が困難となっていくのは当 

然である。芝原氏の表式においては，® の前提によっ 
て 「余剰生産手段」は年々累増していくが，® および 
© の前提によりn . M 部門のために残される「余剰生 
産手段」の年々の増加率は「余剰生産手段」全体の増 
加率を大きく下回ろこととなる。M 部門は，当初から 
拡 大 率 が I 部門を上回るような高い蓄積率を設定され 
ていろうえ，⑧の前提によってそれが年々上昇してい 
くから，M 部 門 の 吸 収 す る 「余剰生産手段」の年々の 

増加率は， n . M 部門のために残された「余剰生産手 
段」の増加率を大きく上回ることとなっている。 これ 
らの結果， n 部 門 に 残 さ れ た 「余剰生産手段」額は年 
々減少していき，やがてn 部門は単純再生産すら不可 
能となる。 これが，芝原氏の主張の根拠となっている 

表式の内容なのである。 の前提をかえれぱ必 
ずしもそのような表式;にはならないのであるから，芝 
原氏の立論が正当であろかどうかは， これらの前提が 
「軍事経済の問題性を追求しよう」 とする際にどの程 

度妥当性をもつのかにかかわっている。
® の前提について芝原氏は，r部門M の拡大再生産， 

またそのためにこそ強く要請される部門I の高蓄積と 
いう軍事経済のあり方をもっとも適切に反映するも 

の」 といわれるのみであるが， これだけであればI . 

M 部門の拡大率が等しいように表式を展開すればよい 
のであるから，出発年度の部門構成によってはn 部門 

の拡大が長期にわたって継続する表式も描きうるので

あ る 〔とすれば，長期にわたって毎年®を前提することにも 
問題がでてこよう）。⑥の前提については， M 部門生産 
物が国家によって購買されることから，例えぱ戦時を 

想定すれぱ，妥当性をもちうるであろう。 しかしその 
場合でも，他の条件を一定とすればM 部門の蓄積率の 

上昇の速度によって， た だ ち に 「不均衡」が生じる場 
合もあれぱ，長 期 に わ た っ て 「不均衡」が生じず，一 

定期間消費手段生産が "順調に"拡大していく場合さ 
えありうる。M 部門の蓄積率の上昇を前提することが 

ある程度妥当性をもつとしても， その上昇の速度が必 
ず 再 生 産 を " 急速に"破壊するほど大であることがい 
えなければ，r軍* 経済の問題性」は芝原氏のいわれ 
ろような内容として把えられるとすることはできない 

であろう。
また②の，一 方 で の 「消費抑制_1と他方での「灌費 

強制」についても，各部門の拡大率が不均等な場合に 

は表式上は資本家の消費比率は異ならざるをえないの 
であって， このこと自体から②のような主張をするこ 
とはできないのである。

守屋氏ゃ芝原氏の表式展開の方法の最大の問題点は, 

結局， I 部門とM 部門両方の蓄積率•拡大率を恣意的 
に先決し，「均衡」を維特するようにn 部 門 の蓄積率 

• 拡大率を調整するという方法で表式を時系列的に展 
開するということ， その展開における各部門の動向か 
ら何らかの結論をとりだそうとするところにある。M  

部門の拡大率は， その生産物が国家によって購買され 
るというところからある程度恣意的に想定しうるとし 
て も， I 部門〔そしてn 部門)の姑大率がどのようなもの 
となり，各部門の拡大率の大小はどのように推移して 
いくかということまで，軍事:• 軍需品生産が問題とな 
る帝国主# 段 階 以 降 の 諸 特 徴 （例えば独占のもたらす諸 
問題） を含まない再生産表式論次元で論じるのは無理 
があろう。 まして，表 式 展 開 に よ っ て 生 じ た 「不 均  
衡」をもって軍事経済による「再生産の破壊」が証明 

されると結論づけるのは再生産表式の誤用といわざる 
をえないだろう。

これに対し， 山田氏とニ瓶氏の分析は，軍需品生産 

部門の新設あるいは新投資の増大による需要の波及の 
問題を中心におかれる。山田氏の議論の主旨は，ニ瓶 
氏によってヨリ精敏化され発展されているので， ここ

注 （3 7 ) 同上，同；i：。
( 3 8 ) 同上，82〜 4 頁。
( 3 9 ) 同上，44頁。なにゆえrもっとも適切」なのかは不明である。
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ではニ瓶氏の展開をみるさとにする。

ニ瓶氏は，固定資本を考慮に入れ，軍需品購入は剰 
余価値の一部によって充当されるとして，軍需品生産 
部門を導入した再生産表式によって各部門の各価値部 
分の転態関係を分析されたうえで，「旧不変資本の補 
填に比して追加不変資本投下m e が大となればなる程, 

n ( M ) 部 門 （軍需品生産部門……引用者） の 生 産 手 段  
購入のうち労働手段部分の比重が大となること」を指 
摘される。 そして， このことから「蓄積の増大， それ 

にともなう固定資本新投下の増大は，労働手段生産部 
門に対する需要を原材料生産部門に対する需要以上に 
強める」 ことを述べられる。そのうえで， この関連を 

内包する再生産表式を基準として，戦後日本において 
「潜在的軍事産業としての重化学工業の飛躍的拡大が 

おし進められ」 たことを論じられるのである。

ニ瓶氏の論じられた追加不変資本投下の増大が生産 
手段購入のうち労働手段部分の比重を高め，労働手段 
生産部門への需要を他部門に対する以上に高めるとい 
う関連自体は，恐慌論の分野ですでに指摘されていた 
ものである。 しかし，軍需品生産部門をとりいれた再 
生産表式に，固定資本を導入してこの関連を位置づけ 
られたことは，軍S 品生産の拡大によってI 部門内の 

どの亜部門に不均等なfS要を及ぽしどのような構造変 
化を促すか，前節で規定した"軍需品生産に連関する 
生産" は拡大再生産においてどのような位置を占め， 
それは軍需品生産部門の新投資増大によってどのよう 

な 変 化（の方向）を与えられるの力S さらには，そのよ 

うな拡大再生産過程は，「均等的拡大再生産」 に 比 し  
てどのような性格をもつのか， といったことを把握す 

る途をひらくものといえよう。 この点で，ニ瓶氏の作 
成された表式は，『資本論』第 2 部 第 3 篇の 論 理 次 元  

の再生産表式論への軍需品生産部門の導入の試みとし 
ては一つの到達点ということができよう。 しかしニ瓶 
氏がその表式を直接的に現状分析へ適用されて，軍需 

品生産部門の新投資の増大が関連部門の拡大を促しI 

部門の内部循環• 相互促進的祐大を基軸とした戦後日 
本 の 「比類なき高度蓄積が開始されるに至る」 といわ 
れ ること， このようなことが氏の表式自体からいいう

るかどうかは疑問である。

ニ瓶氏は，戦後日本において軍需品生産(M ) 部門お 
よびM 用生産手段生産（I M) 部門は未形成でこれから 
急速に構築されなけれぱならないため，その生産財需 
要をうけて I 部門の相互促進的拡大が開始されるとい 
われるのであるが， まず，M .  I M 部門が未形成であ 
れぱ， これらの部門が生産財を購入するための資金は 
どこからくるのか，国家がその資金を調達するとすれ 
ぱ，氏の表式を基準とするかぎり資本家の剰余価値へ 
の課税によるほかないから， それは蓄積および資本家 

の消費の制限を意味するし，M 部門が生産物を生みだ 
してくれば， この購入のための課税の強化も必要とな 
る。 これらは， 当然社会的需要総額の削減となるから， 

M 部門関連の生産財需要が増大しても必ずI 部門の相 

互促進的拡大が開始されるとはいえないであろう。ニ 
瓶氏においては，戦後日本において急速な拡大を示し 

た 重 化 学 工 業 が 「潜在的軍事産業」 という性格をもっ 
ていることを強調するために軍需品生産を位置づけた’ 

再生産表式に論及されナこものと思われ， 必ずしも現実 
のM 部門 の 新 設 . 拡大とそのための生産財需要が存在 

したとされているのではないとも考えられる。 そうだ 
とすれば—— 現実にも，戦後日本の高成長が軍« 産業 
の 新 設 • 拡大を契機として出発したとするには疑問が 
あるし，その後の軍需品生産の比重も低位のまま推移
する-- さきにのベた "軍需品生産に連関する生産"

を考慮しても，一国経済としての再生産表式上には， 
「潜在的軍享産業」 としての特徴はみいだしえないこ 

とになろう。「潜在的軍事産業としての重化学工業」 

と い う 規 定 を （こう規定することが妥当であろかどうかは 
別問題として）ニ瓶氏のような表式によって説明するこ 
とには無理があると思われる。ニ瓶氏も強調されるよ 
うに，戦後日本の重化学工業化の急速な進展は戦後ァ 
メリカ体制との関係をぬきにしては論じられないもの 
なのであるから，第 2 部 第 3 篇次元のきわめて抽象的 

な再生産表式論に戦後日本の再生産構造のモデルを求 
めることはできないと思われる。

X X X  

以上みてきたことから，再生産表式論に軍需品生産

注 (40) ニ 瓶 r前掲論文」，48頁。
( 4 1 ) 同上，49〜50頁。
( 4 2 ) 同上，50頁。
C 43)社会的総資本の再生産の諸関連において，固定資本をめぐる問題のもつ意味については，弁村喜代子『恐慌'産業 

循環の理論』（有斐閣，1973年）第三章を参照のこと。
(44) ニ 瓶 「前掲論文」50頁。
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部門を位置づけろことによって，一国経済全体におい 
て，軍需品生産の占める再生産上の位置• 機能や直接 
• 間接の比重，軍需品生産に関連した需要の波及関係， 

軍需品購入を支える税金の徴収• 流通関係等を総体的 
に把握する理論的基礎• 武器が与えられうることは明 
らかであろう。 しかし本稿でみてきた従来の議論は， 
『資本論』第 2 部 第 3 篇 で展 開 さ れ た （論理次元での） 

再生産表式論—— 労働力も含めたすべての商品の価値 
どおりの交換，社会はニ大階級のみで構成，不生産的 
部門や国家，外国貿易等の存在の捨象等—— に，（軍需 
品の購買者として，というかぎりでの国家を考えて）軍I I品 
生産部門を位置づけて論じるものであったから，その 
分析の諸結果も非常に限定的なものとならざろをえな 
かった。例えば，第 2 部 第 3 篇の論理次元では，本来 
労働者への課税はもちろん，資本家への課税の労働者 
への転嫁等も問題とならないのであるから，税金の徴 
収•流通関係の把撞もきわめて不十分とならざるをえ 
ないし，そうであれぱ，軍需生産による社会的消費の 
制約といってもそれは資本家の個人的消費の制約と、 
うことでしかなくなってしまうだろう。 また，軍需生 

産が重要な問題となる帝国主*段階以降の特徴である 
独占資本をめぐる諸問題が対象外であるということは， 
軍需品生産部門の拡大がどの部門への需要の波及をも 
たらすか自体は把握しえても，それによって全体の拡 

大再生産はいかなる場合にどのように推移する蓋然性 
が高いか，そこにはどのような問題がはらまれている 
かといった問題も取り扱えない。

したがって，現代における軍享•軍需生産の問題を 
考えるためには，再生産表式論を現状分析の基礎理論 
としていっそう具体的次元で展開していく必要があり， 
それなしに現状分析に直接適用すれば，その分析は疑 
問の多いものとならざるをえないだろう。再生産表式 

論を軍需品生産をめぐる問題の分析のための理論的武

器とするためには，独占をめぐる問題やそれと国家と 
のかかわりをめぐる問題，外国實易の問題， インフレ 
一シヨンや公債発行の問題等は再生産表式論のなかに 
とりいれることが可能であるのか否か，可能なものが 
あれぱどのような形でとりいれられろのかの検討がま 

ず必要となろう。 そのような検討なしには，現代にお 

ける軍■品生産の問題を再生産表式論によって分析す 
ることはできないのであるが， その検討によって再生 

産表式論をヨリ具体化したとしても，なお再生産表式 
論のもつ限界に注意する必要がある。

再生産表式論は，「均衡」を前提とした分析であり， 
資本制生産の現実的運動をしめすものではないという 
ことはもちろんである力’S さらにそもそも再生産表式 
論は，資本主義的生産諸関係の本質• 矛盾が，社会的 
総生産物の流通の諸関連においてどのように現われる 
のかを総体的に把握しうるものであって， そ の 本 質 • 

矛盾そのものを明らかにしうるものではないこと，そ 
れゆえ，現代における軍需品生産の問題を再生産表式 
論によって分析するためには， まず，資本主義におい 

て，何故， どのような性格をもった軍需生産が， どの 
ような状況のもとで追求され，必然化するのか，国家 
はどのような役割をになっているのか， また軍需生産 
はだれによってどのように支えられるのかといった問 

題，そして軍需生産が問題となるような段階では，資 
本主義的生産諸関係の本質• 矛盾はいかなる変容をう 
け多様な形態をとるにいたっているのか， といったこ 
とが明らかにされなければならない。他方で， これら 
のことを十分に明らかにするためには，本稿で考察し 
てきた，再生産ま式分析によって基礎的に明らかにさ 
れる軍需品生産を含む社会的総資本の再生産の諸関連 
の把握を欠落させることはできないのである。

(経済学部助手）
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